
証券取引法 

（昭和二十三年四月十三日法律第二十五号） 

 

（損失補償、損失補てんの要求等の禁止） 

第四十二条の二第一項 （略）  

②  証券会社の顧客は、次に掲げる行為をしてはならない。  

一  有価証券の売買その他の取引等につき、証券会社又は第三者との間で、前項第一号の約束

をし、又は第三者をして当該約束をさせる行為（当該約束が自己がした、又は第三者をして

させた要求による場合に限る。）  

二  有価証券の売買その他の取引等につき、証券会社又は第三者との間で、前項第二号の約束

をし、又は第三者をして当該約束をさせる行為（当該約束が自己がした、又は第三者をして

させた要求による場合に限る。）  

三  有価証券の売買その他の取引等につき、証券会社又は第三者から、前項第三号の提供に係

る財産上の利益を受け、又は第三者をして当該財産上の利益を受けさせる行為（前二号の約

束による場合であつて当該約束が自己がした、又は第三者をしてさせた要求によるとき及び

当該財産上の利益の提供が自己がした、又は第三者をしてさせた要求による場合に限る。）  

③～⑤ （略）  

 

（不正の手段、計画又は技巧等をする行為の禁止） 

第百五十七条  何人も、次に掲げる行為をしてはならない。  

一  有価証券の売買その他の取引又は有価証券指数等先物取引等、有価証券オプション取引等、

外国市場証券先物取引等若しくは有価証券店頭デリバティブ取引等について、不正の手段、

計画又は技巧をすること。  

二  有価証券の売買その他の取引又は有価証券指数等先物取引等、有価証券オプション取引等、

外国市場証券先物取引等若しくは有価証券店頭デリバティブ取引等について、重要な事項に

ついて虚偽の表示があり、又は誤解を生じさせないために必要な重要な事実の表示が欠けて

いる文書その他の表示を使用して金銭その他の財産を取得すること。  

三  有価証券の売買その他の取引又は有価証券指数等先物取引等、有価証券オプション取引等、

外国市場証券先物取引等若しくは有価証券店頭デリバティブ取引等を誘引する目的をもつて、

虚偽の相場を利用すること。  

 

（風説の流布、偽計、暴行、脅迫等の行為の禁止） 

第百五十八条  何人も、有価証券の募集、売出し若しくは売買その他の取引若しくは有価証券指

数等先物取引等、有価証券オプション取引等、外国市場証券先物取引等若しくは有価証券店頭

デリバティブ取引等のため、又は有価証券等の相場の変動を図る目的をもつて、風説を流布し、

偽計を用い、又は暴行若しくは脅迫をしてはならない。  

 

（相場操縦的行為の禁止） 

第百五十九条  何人も、他人をして証券取引所が上場する有価証券（以下この条において「上場

有価証券」という。）、有価証券指数又はオプション（以下この条において「上場有価証券等」
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という。）について、上場有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取

引又は上場有価証券若しくは上場有価証券の価格に基づき算出される有価証券店頭指数（以下

この条において「上場有価証券店頭指数等」という。）に係る有価証券店頭デリバティブ取引

のうちいずれかの取引が繁盛に行われていると誤解させる等これらの取引の状況に関し他人に

誤解を生じさせる目的をもつて、次に掲げる行為をしてはならない。  

一  権利の移転を目的としない仮装の上場有価証券の売買をすること。  

二  金銭の授受を目的としない仮装の有価証券指数等先物取引又は上場有価証券店頭指数等

に係る有価証券店頭指数等先渡取引若しくは有価証券店頭指数等スワップ取引をすること。  

三～十 （略）  

② 何人も、上場有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引又は上場

有価証券店頭指数等に係る有価証券店頭デリバティブ取引（以下この条において「上場有価証

券売買等」という。）のうちいずれかの取引を誘引する目的をもつて、次に掲げる行為をして

はならない。  

一  上場有価証券売買等が繁盛であると誤解させ、又は取引所有価証券市場における上場有価

証券等の相場を変動させるべき一連の上場有価証券売買等又はその委託等若しくは受託等を

すること。  

二  取引所有価証券市場における上場有価証券等の相場が自己又は他人の操作によつて変動

するべき旨を流布すること。  

三  上場有価証券売買等を行うにつき、重要な事項について虚偽であり、又は誤解を生じさせ

るべき表示を故意にすること。  

③ 何人も、政令で定めるところに違反して、取引所有価証券市場における上場有価証券等の相

場をくぎ付けし、固定し、又は安定させる目的をもつて、一連の上場有価証券売買等又はその

委託等若しくは受託等をしてはならない。  

④・⑤ （略）  

 

（政令に違反する空売りの禁止） 

第百六十二条  何人も、政令で定めるところに違反して、次に掲げる行為をしてはならない。  

一  有価証券を有しないで若しくは有価証券を借り入れて（これらに準ずる場合として政令で

定める場合を含む。）その売付けをすること又は当該売付けの委託等若しくは受託等をする

こと。  

二  （略）  

②  （略） 

 

（インサイダー取引の禁止） 

第百六十六条  次の各号に掲げる者（以下この条において「会社関係者」という。）であつて、

上場会社等に係る業務等に関する重要事実（当該上場会社等の子会社に係る会社関係者（当該

上場会社等に係る会社関係者に該当する者を除く。）については、当該子会社の業務等に関す

る重要事実であつて、次項第五号から第八号までに規定するものに限る。以下同じ。）を当該

各号に定めるところにより知つたものは、当該業務等に関する重要事実の公表がされた後でな

ければ、当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買その他の有償の譲渡若しくは譲受け又は

有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、外国市場証券先物取引若しくは有価証券

店頭デリバティブ取引（以下この条において「売買等」という。）をしてはならない。当該上



場会社等に係る業務等に関する重要事実を次の各号に定めるところにより知つた会社関係者で

あつて、当該各号に掲げる会社関係者でなくなつた後一年以内のものについても、同様とする。  

一  当該上場会社等（当該上場会社等の親会社及び子会社を含む。以下この項において同じ。）

の役員、代理人、使用人その他の従業者（以下この条及び次条において「役員等」という。） 

その者の職務に関し知つたとき。  

二  当該上場会社等の商法第二百九十三条ノ六第一項 に定める権利を有する株主若しくは優

先出資法 に規定する普通出資者のうちこれに類する権利を有するものとして内閣府令で定

める者、商法第二百九十三条ノ八第一項 に定める権利を有する株主又は有限会社法 （昭和

十三年法律第七十四号）第四十四条ノ三 に定める権利を有する社員（これらの株主、普通出

資者又は社員が法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下こ

の条及び次条において同じ。）であるときはその役員等を、これらの株主、普通出資者又は

社員が法人以外の者であるときはその代理人又は使用人を含む。） 当該権利の行使に関し

知つたとき。  

三  当該上場会社等に対する法令に基づく権限を有する者 当該権限の行使に関し知つたと

き。  

四  当該上場会社等と契約を締結している者又は締結の交渉をしている者（その者が法人であ

るときはその役員等を、その者が法人以外の者であるときはその代理人又は使用人を含む。）

であつて、当該上場会社等の役員等以外のもの 当該契約の締結若しくはその交渉又は履行

に関し知つたとき。  

五  第二号又は前号に掲げる者であつて法人であるものの役員等（その者が役員等である当該

法人の他の役員等が、それぞれ第二号又は前号に定めるところにより当該上場会社等に係る

業務等に関する重要事実を知つた場合におけるその者に限る。） その者の職務に関し知つ

たとき。  

②  前項に規定する業務等に関する重要事実とは、次に掲げる事実（第一号、第二号、第五号及

び第六号に掲げる事実にあつては、投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとして内閣府

令で定める基準に該当するものを除く。）をいう。  

一  当該上場会社等の業務執行を決定する機関が次に掲げる事項を行うことについての決定

をしたこと又は当該機関が当該決定（公表がされたものに限る。）に係る事項を行わないこ

とを決定したこと。  

イ 株式（優先出資法 に規定する優先出資を含む。へにおいて同じ。）、新株予約権及び新

株予約権付社債の発行 

ロ 資本の減少 

ハ～ヨ （略） 

二  当該上場会社等に次に掲げる事実が発生したこと。  

イ 災害に起因する損害又は業務遂行の過程で生じた損害 

ロ 主要株主の異動 

ハ・ニ （略） 

三  当該上場会社等の売上高、経常利益若しくは純利益（以下この条において「売上高等」と

いう。）若しくは第一号トに規定する配当若しくは分配又は当該上場会社等の属する企業集

団の売上高等について、公表がされた直近の予想値（当該予想値がない場合は、公表がされ

た前事業年度の実績値）に比較して当該上場会社等が新たに算出した予想値又は当事業年度

の決算において差異（投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なものとして内閣府令で定める

基準に該当するものに限る。）が生じたこと。  



四  前三号に掲げる事実を除き、当該上場会社等の運営、業務又は財産に関する重要な事実で

あつて投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの  

五～八 （略） 

③  会社関係者（第一項後段に規定する者を含む。以下この項において同じ。）から当該会社関

係者が第一項各号に定めるところにより知つた同項に規定する業務等に関する重要事実の伝達

を受けた者（同項各号に掲げる者であつて、当該各号に定めるところにより当該業務等に関す

る重要事実を知つたものを除く。）又は職務上当該伝達を受けた者が所属する法人の他の役員

等であつて、その者の職務に関し当該業務等に関する重要事実を知つたものは、当該業務等に

関する重要事実の公表がされた後でなければ、当該上場会社等の特定有価証券等に係る売買等

をしてはならない。  

④～⑥ （略）  

 

（虚偽の相場の表示・作成の禁止） 

第百六十八条  何人も、有価証券等の相場を偽つて公示し、又は公示し若しくは頒布する目的を

もつて有価証券等の相場を偽つて記載した文書を作成し、若しくは頒布してはならない。  

②  何人も、発行者、有価証券の売出しをする者、引受人、証券会社又は登録金融機関の請託を

受けて、公示し又は頒布する目的をもつてこれらの者の発行、分担又は取扱いに係る有価証券

に関し重要な事項について虚偽の記載をした文書を作成し、又は頒布してはならない。  

③  発行者、有価証券の売出しをする者、引受人、証券会社又は登録金融機関は、前項の請託を

してはならない。  

 

 

 



証券取引法施行令 

（昭和四十年九月三十日政令第三百二十一号） 

 

（空売りを行う場合の明示及び確認）  

第二十六条の三第一項 （略） 

② 証券取引所の会員等は、当該証券取引所の開設する取引所有価証券市場においてする有価証

券の売付けの受託（有価証券等清算取次ぎの受託を除く。）について、当該有価証券の売付け

の委託者に対し、当該有価証券の売付けが空売りであるか否かの別を確認しなければならない。 

③ 取引所有価証券市場においてする有価証券の売付けの委託の取次ぎを引き受けた者は、当該

委託の取次ぎの申込者に対し、当該有価証券の売付けが空売りであるか否かの別を確認しなけ

ればならない。 

④～⑥ （略） 

 

（空売りを行う場合の価格） 

第二十六条の四 証券取引所の会員等は、当該証券取引所の開設する取引所有価証券市場におい

て自己の計算による空売り又は受託をした空売りを行おうとするときは、当該空売りに係る有

価証券につき当該証券取引所が当該空売りの直近に公表した当該取引所有価証券市場における

価格（売買価格の決定方法が競売買の方法以外の方法であつて内閣府令で定めるものである場

合については、内閣府令で定める価格とする。以下この条において「直近公表価格」という。）

以下の価格において当該空売りを行つてはならない。ただし、当該証券取引所が当該直近公表

価格の直近に公表した当該取引所有価証券市場における当該直近公表価格と異なる価格（売買

価格の決定方法が競売買の方法以外の方法であつて内閣府令で定めるものである場合について

は、内閣府令で定める価格とする。次項において同じ。）を当該直近公表価格が上回る場合に

当該直近公表価格において行う当該空売りについては、この限りでない。 

② 取引所有価証券市場においてする空売りの委託又は委託の取次ぎの申込みをする者は、当該

空売りの委託又は委託の取次ぎの申込みの相手方に対し、当該空売りに係る有価証券につき直

近公表価格以下の価格において当該空売りを行うよう指示をしてはならない。ただし、当該証

券取引所が当該直近公表価格の直近に公表した当該取引所有価証券市場における当該直近公表

価格と異なる価格を当該直近公表価格が上回る場合に当該直近公表価格において行う当該空売

りの指示については、この限りでない。 

③～⑤ （略） 

 



証券会社の行為規制等に関する内閣府令 

（昭和四十年十一月五日大蔵省令第六十号） 

 

（禁止行為）  

第四条 法第四十二条第一項第十号（同条第二項において準用する場合を含む。）に規定する内

閣府令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

 一・二 （略） 

三 取引所有価証券市場又は店頭売買有価証券市場（法第六十七条第二項に規定する店頭売買

有価証券市場をいう。）における上場有価証券等（証券取引所に上場されている有価証券、

有価証券指数若しくはオプション又は店頭売買有価証券（法第二条第八項第七号ハに規定す

る店頭売買有価証券をいう。第六号及び第十条第八号において同じ。）をいう。）の相場を

変動させ、又はくぎ付けし、固定し、若しくは安定させることにより実勢を反映しない作為

的なものとなることを知りながら、当該上場有価証券等に係る買付け若しくは売付け若しく

は有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、外国市場証券先物取引又は有価証券

店頭デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎを除く。）の受託等（法第四十二条第一項第

五号に規定する受託等をいう。以下同じ。）をする行為（令第十五条の七の委託等（同号に

規定する委託等をいう。以下同じ。）を受ける行為を除く。） 

四～七 （略） 

八 顧客の有価証券の売買その他の取引等が法第百六十六条第一項若しくは第三項又は法第百

六十七条第一項若しくは第三項の規定に違反すること又は違反するおそれのあることを知り

ながら、当該有価証券の売買その他の取引等の受託等をする行為 

九～十六 （略） 

 

（業務の状況につき是正を加えることが必要な場合）  

第十条 法第四十三条第二号に規定する内閣府令で定める状況は、次に掲げるものとする。 

一～三 （略） 

四 証券会社が取得した法人関係情報の管理又は顧客の有価証券の売買その他の取引、有価証

券オプション取引等、有価証券店頭オプション取引等若しくは有価証券店頭指数等スワップ

取引等に関する管理の状況が法人関係情報に係る不公正な取引の防止上十分でないと認めら

れる状況 

五～九 （略） 

十 第四条第三号に掲げる行為を防止するための売買管理が十分でないと認められる状況 

十一～十五 （略） 

 

 


